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環境コミュニケーションの普及

新たな環境活動基盤の整備���
　琵琶湖を中心とした環境に対する高い県民意識に基づき、県民参加による環境づくりを推進するため、各主体が持つ
環境に関する情報の積極的な開示を促すとともに、県民意見を行政の政策決定に反映させる機会の充実など、積極的な
環境コミュニケーションを図る取組が必要です。また、複雑化、多様化する環境問題の課題を明らかにし、その解決を
図っていくための基盤として、総合的な環境の試験研究と環境情報の提供を図っていくことが必要です。

 
　県民が参加して、健全で質の高い環境の確保を図るた
め、県が行う事務や事業について、環境保全上適切に実
施されていないと考えられる場合、県民は「滋賀の環境
自治を推進する委員会（環境自治委員会）」に審査の申
し立てを行うことができます。
　環境自治委員会は、この申し立てを受けて、事務や事
業の実施について調査審議し、是正が必要な場合には知
事等に対して勧告を行うことができます。知事等は勧告
を尊重して適切な措置を講じなければならないことにな
っています。これまでに８件（平成２０（２００８）年３月現在）
の申し立てがありました。

 
　大規模な開発事業などを行う場合、それが環境に与え
る影響について、「環境影響評価法」、「滋賀県環境影響評
価条例」に基づき、事業者自らが事前に大気質、騒音、
水質、生態系、文化財などの項目について、調査・予
測・評価を行い、環境の保全を図るための制度です。
　事業者は、条例で定める実施計画書や準備書などの各
段階で、公告・縦覧などにより、住民に情報を公開する
とともに、意見を求め、環境に最大限配慮して事業を進
めます。

●●●●●●●●●●●環境自治委員会 ＜琵琶湖再生課＞

●●●●●●●●●●●環境影響評価制度 ＜琵琶湖再生課＞

◆手続きのあらまし

●環境自治
　滋賀県では、地域の環境と深い関わりを持つ住民
が中心となって、事業者や行政との共同により、地
域に根ざした環境の保全・創造の取組を進めていく
ことを「環境自治」として、環境政策の基本概念に
位置づけています。

 
　平成１８年度は、県および市町が新規に受理した公害苦
情件数は１，４９０件で、前年度より４２７件増加しました。こ
のうち、典型７公害（大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、
騒音、震動、地盤沈下、悪臭）に関する苦情は平成１７年
度より３２６件増加し、１，０５６件となりました。典型７公害
のうち水質汚濁（４２８件）が一番多く、２番目に多い大
気汚染（３３２件）と併せて苦情全体の５１％を占めています。
　また、苦情処理によって解決できない公害に関する紛
争を、迅速、適正に解決するために、「公害紛争処理法」
に基づいて紛争処理制度が設けられています。県では、
学識経験者など１０名で構成される滋賀県公害審査会を設
置し、あっせん、調停、仲裁の手続きを行っています。
昭和４５（１９７０）年の設置以来これまでに２９件の調停申請を
受けています。

●●●●●●●●●●●公害苦情および公害審査会 ＜琵琶湖再生課＞

◆公害苦情件数の推移
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■川づくり会議
　平成９（１９９７）年に「河川環境の整備と保全」、「地域の
意見を反映した河川整備の計画制度の導入」を大きな柱
として、「河川法」が改正されました。本県でも、県管
理河川の整備や管理のあり方（水害の軽減や河川環境の
保全など）について、地域のみなさんの意見を反映した
「河川整備計画」の策定作業を進めており、県が実施す
る河川事業は、すべてこの河川整備計画に基づき実施さ
れます。
　県自らの持つ情報を提供するとともに地域住民の河川
に対する意見や、関係者（水利組合、漁業組合等）、生
物環境アドバイザー、地域の有識者との意見交換、自然
観察会など様々な活動を通して得られた川づくりへの意
見、提案を取りまとめ、河川整備計画に反映させていき
ます。

●●●●●●●●●●●淡海の川づくり ＜河港課＞
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◆河川整備計画の策定フロー

川づくり会議の開催

川づくりに対する提言

河川整備計画（原案）の策定

河川整備計画（案）の策定

河川整備計画の決定

○志賀・大津圏域 ○信楽・大津圏域
○甲賀・湖南圏域
○東近江圏域 ○湖東圏域
○湖北圏域 ○湖西圏域
○琵琶湖圏域

　←　淡海の川づくり検討委員会の意見

　←　関係市町長の意見

・・・治水・利水・環境の調和がとれた川づくり、パートナーシップによる川づくり

■今後の展開　～地域がはぐくむ川を目指して～
　川づくり会議で、共有した川の将来像に向けて、地域
住民・市民のみなさんが主体的に川づくり（河川の整備
や管理）に関与できるよう、以下のことを重点的に進め、
地域がはぐくむ川の実現を目指します。
　①地域住民・市民による川や水辺に関わる活動を積極

的に支援します。
　②河川環境の保全に関わる活動などに、地域住民・市

民がより積極的に取り組むことができるような仕組
みを検討します。

現地調査（水生生物）

川づくり会議の様子

住民参加による川づくり
－地域の個性を活かした多自然川づくり－

 
　「みずすまし構想」は、農村地域の水質、生態系およ
び景観の保全を住民参加を基本として進めることによ
り、環境と調和した農業・農村を目指すための構想です。
この構想の実現に向けて、環境に配慮した施設の整備や
水質負荷削減施設の利用を促進する地域の支援などを実
施するとともに、県内に設立された各地域のみずすまし
推進協議会と連携して、みずすまし構想推進の行動計画
に基づき様々な取組を展開しています。
　各地域の取組はこちらから
　WEB　　������������	
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●●●●●●●●●●●みずすまし構想の推進 ＜農村振興課＞

みずすまし構想のイメージ

 
　豊かな田園空間の創造や農村地域のコミュニティ機能
を維持するためには、農家だけでなく非農家を含めた地
域住民と行政等とのパートナーシップによる農村環境の
保全活動の推進が求められています。
　このことから、滋賀県土地改良事業団体連合会内に設
けられた「滋賀県みずすましセンター」を活用し、地域
リーダーの育成や専門家の派遣、普及啓発活動を行い、
地域住民の自主的な活動の定着や持続的な活動を支援し
ます。また、農村地域で行われる環境保全活動を支援す
るため、多様な主体で構成された「みずすましネット
ワーク」の取組を推進します。
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●●●●●●●●●●●農村地域住民活動支援事業 ＜農村振興課＞

 
　棚田地域は、農業による生産活動を通じて、県土の保
全や水源かん養、景観や伝統文化の保全などの多面的な
機能を発揮しています。地域住民のみならず都市住民と
の協働をも含めたネットワークの構築、また平成１６年度
からは、地域通貨を活用した棚田集落支援にも取り組ん
でいます。
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●●●●●●●●●●●棚田保全ネットワーク推進事業 ＜農村振興課＞

●●●●●●●●●●●ため池里山人のにぎわい推進事業 
 ＜農村振興課＞

　山辺におけるため池や農地・集落を含んだ里山は、農
村の原風景といえる田園景観や豊かな生態系を有し、環
境の推移帯（山辺のエコトーン）として、生態系や景観
の保全上極めて重要な役割を果たしています。
　しかし、山辺では維持管理の粗放化等によって、ため
池の機能低下、獣害、林地の荒廃などが顕在化していま
す。このため、地域住民やＮＰＯ等の多様な主体の参画
と協働による保全・再生活動の推進を図っています。

 
　県内の各流域においてマザーレイク２１計画に基づき、
住民流域組織（流域協議会）を核として、環境団体、企
業、行政、個人等による地域の水環境保全の取組が進め
られています。琵琶湖流域ネットワーク委員会（平成１６
（２００４）年２月１５日設立）は、これらの取組を支援すると
ともに、流域内および流域を越えた琵琶湖を緩やかに囲
むネットワークを構築することを目指しています。
　平成１７年度末には委員会のホームページを立ち上げ、
情報発信の基盤をつくりました。また平成１９年度も各流
域ごとに、琵琶湖一周調査（県民参加による琵琶湖岸の
現状・生きもの・水質等の調査）を実施しました。今後
も琵琶湖を囲む水環境保全の取組を推進していきます。
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●●●●●●●●●●●琵琶湖流域ネットワーク委員会 ＜琵琶湖再生課＞
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　県では、緑を再生するための事業を、野洲川の廃川敷
地の一部４２．５haを活用して、県民をはじめ多くの人々
とともに、長い時間をかけて、様々な生き物が暮らす豊
かな森「びわこ地球市民の森」として再生する事業に取
り組んでいます。
　この森づくりは、生態系の形成に配慮したビオトープ
空間の創造と、照葉樹の林と訪れる人たちが自由に楽し
める落葉樹の林や原っぱの形成をコンセプトとし、植栽
基盤、園路や駐車場などの施設は都市公園事業として整
備を進め、植栽については、広く一般に植樹の募集を行
い、苗木植栽を中心に整備を進めています。
　森づくりのスタートした平成１３（２００１）年の「滋賀県植
樹のつどい」（みどりの日に開催）から、平成２０（２００８）
年３月末までに、延べ約２２，０００人の参加者により、
７６，６００本もの苗木が植えられました。また、植栽地の草
刈りや施肥なども、一般から募集した「森づくりサポー
ター」の皆さんが実施しています。
　WEB　　�����������	
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●●●●●●●●●●●びわこ地球市民の森 ＜都市計画課＞

目標
（H２２年度）

進捗状況
（H１９年度）指標項目

９．５㎡８．１㎡都市公園面積（県民１人あ
たり）

調査・研究の推進
　琵琶湖をはじめとする滋賀の環境を保全するため、試
験・調査・研究等を行う機関が設置されています。

http://www.lberi.jp/

http://www.shiganogesui.jp/kagakukan/

http://www.shiganogesui.jp/annai/konan/

http://www.shiganogesui.jp/annai/tohoku/

http://www.shiganogesui.jp/annai/takashima/

http://www.shiganogesui.jp/annai/kosei/

●●●●●●●●●●●琵琶湖環境科学研究センター 
 ＜琵琶湖環境科学研究センター＞

　琵琶湖環境科学研
究センターは、琵琶
湖と滋賀の環境につ
いて、直面する様々
な環境問題に対し
て、科学的側面から
課題解決を図るた
め、未知の現象を解
明し、研究成果を総
合的に解析して、政策提言を行います。
　また、センターの知見を社会に還元し、県民の環境保
全活動を科学的・技術的側面から支援することで、地域
への貢献を図っています。さらに、世界水準の研究成果
の共有、国際的な視点からの研究活動・貢献を視野に、
国際研究交流を進めています。
　センターでは、第２期中期計画（平成２０年度から平成
２２年度）に基づき、琵琶湖をはじめ滋賀の環境を取り巻
く課題「持続可能な滋賀社会の構築」、「琵琶湖と流域の
水質・生態系保全・再生」、「環境リスクの低減」の解決
に向け、行政・社会ニーズを反映した政策課題について
試験研究を推進し、課題の発見・提起、政策提案等を実
施します。

■試験研究の推進内容
◆水土壌圏・生物圏・大気圏・化学環境の監視・評
価を行うため、継続的な観察・モニタリングを実
施します。
◆琵琶湖北湖で顕在化している低酸素化の実態・影
響やプランクトンの変遷等についての調査を実施
します。
◆持続可能な滋賀モデルや琵琶湖流域統合管理モデ
ルの構築、面源負荷・琵琶湖内部負荷の削減、湖
岸生態系の保全・修復・管理等について総合的に
試験研究を実施します。

　WEB　　�����������	
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　琵琶湖博物館では、３つの研究領域について、総合研
究、共同研究、専門研究などの研究プロジェクトを組み
合わせて研究活動を行っています。この研究活動は、博
物館の活動基盤であり、その成果は博物館の展示、交流、
情報発信活動に広く活かされています。また、琵琶湖地
域の自然、歴史、暮らしの研究・調査を総合的に進めな
がら、人々が地域の調査活動に参加したり、あるいは研
究活動を自ら行うことができるよう応援しています。

●●●●●●●●●●●琵琶湖博物館 ＜琵琶湖博物館＞

■研究領域
◆環境史研究領域：「湖と人間」との関わりが、歴
史的にどのようにできあがってきたのか、をテー
マに研究調査を行っています。
◆生態系研究領域：「湖と人間」の関わりが、今ど
のようになっているのか、をテーマに研究調査を
行っています。
◆博物館学研究領域：「湖と人間」をテーマとする
博物館はどうあるべきなのか、をテーマに研究調
査を行っています。

　WEB　　�����������	
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　湖国近江の風土、
歴史、文化を継承
し、自然と共生した
美しい居住環境、循
環型地域社会を形成
するために、地域診
断からまちづくり
（コミュニティ活性
化、環境改善、市街
地再生、地域文化育
成等）への展開を総合的に担える人材「コミュニティ・
アーキテクト（近江環人）」を育成し、行政、企業など
それぞれの立場で地域再生のリーダーとなる資質を有し
た人材として活用し、地域のニーズに応えることを目的
にしています。平成１８（２００６）年１０月より大学院研究科の
学生および社会人を対象に、所定のカリキュラムを修了
し、検定試験に合格された受講者に対し「コミュニティ・
アーキテクト（近江環人）」の称号が付与されます。平
成１９年度は２回の検定試験を実施し、計１４名の方に称号
が授与されました。
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●●●●●●●●●●●近江環人地域再生学座 ＜滋賀県立大学＞

多様な政策手法

大学院 
■環境科学研究科 
■工学研究科 
■人間文化学研究科 
■人間看護学研究科 

地域づくり 
教育研究センター 

地域再生 

「近江環人地域再生学座」 

コミュニティ・アーキテクト 

人材育成 

企　業 

行　政 

地域・NPO 
など 

 
　ドイツ・バイエ
ルン州と平成１５
（２００３）年１１月に「環
境相互協定」（滋賀
県、滋賀県産業支
援プラザ、バイエ
ルン州環境省、Ｋ
ＵＭＡＳ（アウグ
スブルク・シュヴ
ァーペン環境コン
ピテンスセンター）との４者協定）を締結し、環境分野
における経済交流を推進するとともに、情報交換や技術
者の交流等を通じて、環境分野における相互協力を促進
することになりました。以降、経済と環境は不可分との
立場で、各種分野における共通した課題の解決に向けて
連携を強化しています。
　平成１９（２００７）年１０月には、びわ湖環境ビジネスメッセ
会場（長浜ドーム）で、地球温暖化対策と新エネルギー
をテーマとした環境セミナー（８８名）をバイエルン州環
境省と共同開催し、１１月には本県より産学官メンバーを
構成員とする経済ミッションを同州へ派遣しました。平
成２０（２００８）年５月には州都ミュンヘンで開催された世界
最大級の環境ビジネスメッセ「ＩＦＡＴ２００８」に本県代
表を派遣しました。

●●●●●●●●●●●ドイツ・バイエルン州との交流 ＜国際課＞

●●●●●●●●●●●国際連合環境計画  技術・産業・経済局
　国際環境技術センター（UNEP DTIE IETC）
　UNEP DTIE IETCは、開発途上国および経済が移行
期にある国々における環境上適正な技術移転の促進を目
的に活動しており、同滋賀事務所（草津市）では、主に
淡水・湖沼の環境管理に関する助言・研修等を行ってい
ます。

　県では、琵琶湖に関する技術や経験の発信と国際的な
最新情報・技術を得るための協力を期待するとともに、
地球規模の環境問題に貢献するため、（財）国際湖沼環境
委員会（ILEC）を通じてその活動を支援しています。
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　ILECは、世界の湖沼環境の健全な管理とその推進を
目的として、県が中心となり関係省庁の協力を得て昭和
６１（１９８６）年に設立された国際的な非政府機関（NGO）で
す。
　ILECはUNEP-DTIE-IETC滋賀事務所の支援機関とし
ての役割も担っています。
　ＵＮＥＰなどの国連機関や、国際協力機構（JICA）、
国際協力銀行（JBIC）などの機関と共同し、世界の湖沼
環境保全にかかる情報収集・提供、調査研究、環境研修、
環境教育など、国際的な活動を展開しています。また、昭
和５９（１９８４）年８月
に県の提唱で開催
され、概ね隔年で
開催されている世
界湖沼会議を、開
催国の団体と共催
しています。平成
１９年度は、インド
のジャイプールで
第１２回世界湖沼会
議を開催しました。

●●●●●●●●●●●（財）国際湖沼環境委員会（ILEC）

■第１２回世界湖沼会議
●開催期間：平成１９（２００７）年１０月２８日～１１月２日
●開催場所：インド国ジャイプール
●参加実績：５９か国　約６００人
●特徴：南アジアで最初の世界湖沼会議の開催。

IPCCの第４次報告が出されたことを受け、
地球温暖化や気候変動が将来の湖沼環境へ与
える影響を脅威として強くアピール。
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　水環境やその関連分野の生態学の発展を願うととも
に、地域社会だけでなく世界に貢献することを目的に
「生態学琵琶湖賞」を平成３年度に創設し、学術的・社
会的見地から優れた業績をこの分野で挙げ、今後さらな
る活躍を期待される、東アジア地域、東南アジア地域、
西太平洋地域および国内の研究者を表彰してきました。
平成１９（２００７）年７月１日に第１４回生態学琵琶湖賞の授賞
式および記念式典を開催しました。次回以降は、日本生
態学会が本賞を主催する予定になっています。
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●●●●●●●●●●●生態学琵琶湖賞 ＜環境政策課＞
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琵琶湖・淀川流域圏の再生 ＜水政課＞

 
■琵琶湖と淀川のつながり
　琵琶湖淀川流域圏は、上流には琵琶湖があり、中下流
には我が国有数の人口・産業が蓄積している地域で、個
性的な都市や地域が互いに補完しあいながら栄えてきま
した。
　流域の関係者は、これまでから琵琶湖総合開発の実施
や琵琶湖・淀川水質保全機構の設立といった先進的な施
策を展開しながら連携を積み重ねてきました。

■流域連携の取組
　平成１５（２００３）年３月には、滋賀、京都、大阪の琵琶湖
淀川流域で「第３回世界水フォーラム」が開催されまし
た。
　その場において、滋賀、京都、大阪の３府県知事と、
大津、京都、大阪の３市長により「水でつながる琵琶湖・
淀川から世界に向けて」と題する共同声明が発表されま
した。 

●●●●●●●●●●●琵琶湖・淀川流域圏の連携交流の促進

■琵琶湖・淀川流域ネットワーク
　「第３回世界水フォーラム」での共同声明を受けて、平
成１６（２００４）年８月に、流域６府県が、流域の自治体、
住民、NPO、企業、研究機関など多様な主体による水環
境保全ネットワークの構築を目的として、「琵琶湖・淀川
流域ネットワーク推進会議」を立ち上げました。「琵琶
湖・淀川流域ネットワーク推進会議」は、各府県の水環
境保全に関する取組をまとめた「かわら版」の発行や琵
琶湖・淀川流域水の作文コンクールなどを行っています。
また、平成２０（２００８）年１月には、各府県の実務担当者
がお互いの先進的・特徴的な取組に関する技術を学び合
う「琵琶湖・淀川流域における水環境保全に関する技術
交換会」を実施するなど、更なる水環境保全に向けた取
組を進めています。
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■琵琶湖・淀川流域圏再生構想
　第３回世界水フォーラムで、県から「琵琶湖淀川流域
圏再生構想」を提案しました。
　この構想は、琵琶湖淀川流域を、歴史・文化を生かし、
自然と人間が共生する持続可能な活力ある流域圏として
再生していこうというもので、「流域圏の水マネジメン
ト機構の創設」や「構想を支えるための新しい仕組みづ
くり」までを視野に入れたものです。

■都市再生プロジェクト「琵琶湖・淀川流域圏の再生」
　平成１５（２００３）年１１月、都市再生プロジェクト「琵琶湖・
淀川流域圏の再生」を進めることが決定され、平成１７
（２００５）年３月に「琵琶湖・淀川流域圏の再生計画」が策
定されました。
　都市再生プロジェクトは、「都市」の魅力と国際競争力
を高め、その再生を実現することを目的として、関係省
庁はじめ官民の総力を傾注して進められる国家的プロジ
ェクトです。
　「琵琶湖・淀川流域圏の再生計画」では、①自然環境、
②都市環境、③歴史・文化、④流域の連携、の４つの視
点から整理し、これらの課題に対して、「水でつなぐ“人・
自然・文化”～琵琶湖・淀川流域圏～」を基本コンセプ
トとして、流域圏が一体となった取組を展開することと
しています。
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●●●●●●●●●●●琵琶湖・淀川流域圏の再生

南湖の再生プロジェクトの推進
　南湖は、豊かな生物を育む「琵琶湖のゆりかご」ともいえる貴重な水域であり、流域圏全体に様々な恵みをもた
らしています。しかし近年、水質の悪化や外来種の増加等によってその生態系が危機に瀕しています。
　自然と人とが共生する南湖を再生するため、政府の「都市再生プロジェクト」である「琵琶湖・淀川流域圏の再
生計画」に「南湖の再生プロジェクト」を位置づけ、
関係機関との連携のもとに取り組んでいます。
○取組内容
　・湖底環境の改善
　・沿岸域環境整備
　・在来魚介類資源の増大
　・点源からの流入負荷対策
　・面源からの流入負荷対策
　・琵琶湖などへの負荷を軽減する農業の推進
　・ビオトープの再生
　・内湖の水質浄化
　・親しみ憩える湖辺域の保全再生・整備
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